
─ 2 ─

2020年３月15日(第924号) 自動車会議所ニュース

令和２年度与党税制改正大綱について

本自動車会議所は2月14日、東京・港区の芝
パークホテルで2019年度第2回税制委員会

（委員長：吉武一郎自販連法規・税制委員会委員
長）を開催し、衆議院議員で自民党税制調査会会長
の甘利明氏が、「令和2年度与党税制改正大綱につ
いて」と題して講演した。経済産業大臣や経済再生
担当大臣などを歴任され経済通として知られる甘利
氏は、昨年、党税調の会長に就任。講演では、「経
済産業関係　令和2年度（2020年度）税制改正のポ
イント」を基礎資料に、税調会長として税制改正大
綱取りまとめに当たっての基本的な考え方や、大綱
に込めた思いなどを説明した。
　甘利氏の講演に先立って、まず吉武委員長が挨拶
し、「自動車産業は『100年に一度の大変革期』を迎
えており、CASEやMaaSといった新たな潮流が自
動車税制にも波及しつつあります」との認識を示し、
昨年末に決定した税制改正大綱を踏まえて、次のよ
うに話した。
　「大綱において、自動車関係諸税については、『技
術革新や保有から利用への変化等の自動車を取り巻
く環境変化の動向、環境負荷の低減に対する要請の
高まり等を踏まえつつ、その課税のあり方について、
中長期的な視点に立って検討を行う』とされました。
私ども自動車関係団体は、引き続き自動車ユーザー
の声に真摯に耳を傾けながら、中長期的な課税のあ
り方の議論も視野に入れ、関係団体が一丸となって
活動を続けてまいります」
　この後、甘利氏による講演が行われ、甘利氏は、「発
出せよ第二創業」、「出でよ中興の祖」と日本の企業
経営者にエールを送り、講演を締め括った。

【講演要旨】
　今回の税制改正大綱に何を込めたのか、私の原点

にあるものをお話ししながら
説明します。
　世界の時価総額ランキング
を平成元年と令和元年で比較
してみると、およそ30年で様
変わりしていることが分かり
ます。平成元年のトップは
NTTで、２位以下のトップ10には日本のメガバン
ク５社が名を連ねています。ベスト50には日本企業
32社、米国企業15社が入っており、日米の企業で９
割以上を占めていました。
　令和元年は、アップルやアマゾン、グーグル、フ
ェイスブックなどのGAFAと言われる巨大IT企業
が上位を占め、アリババやテンセントなどのBATH
と呼ばれる中国企業もトップ10に入っています。こ
の30年で大幅に入れ替わっており、日本企業で残っ
ているのは43位のトヨタ自動車だけです。この間、
日本に何があったのか考えてみます。
　戦後、古くはトランジスタラジオからカーナビま
で、世界を変えてきたのは日本の製品やサービスだ
ったはずです。ソニーのウォークマンは、いわばス
テレオを持ち歩けるようにしたことで音楽文化や若
者カルチャーを変えました。日清食品のカップヌー
ドルは、子どもでもお湯さえあればどこでも食べら
れるということで新しい食文化を生みました。しか
し、現在、世界を席巻しているアップルやグーグル
のビジネスモデルは、彼ら独自のものなのでしょう
か。
　例えば、アップルのiPhoneは、電話とインターネ
ットとカメラをつないで革命を起こしましたが、電
話とネットをつなげたのはNTTドコモのiモードが
最初でした。iPhoneは、ドコモのiモードの発展形
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だと言えます。グーグルもそうです。あまり知られ
ていないのですが、実は検索エンジンを発案したの
は日本です。検索エンジンを無料で使えるようにし
て、ネット広告など新しいビジネスを創造して成功
したのがグーグルなのです。
　世界を変える発想は日本から発信されていたもの
の、市場を形成できなかったことに問題があると私
は考えています。世界を変えてきたメイド・イン・
ジャパンが、今はメイド・イン・USAやメイド・
イン・チャイナにとって代わりつつある。しかし、
彼らの発想の原点にあるのはメイド・イン・ジャパ
ンです。日本は、素晴らしい発想を持ちながら、製
品化・商品化で負けています。発想の段階では革命
的な技術を持ちながら、ビジネスでは負けています。
　ですから、私は今回の大綱では、日本のビジネス
に何が足りないのかを踏まえて取りまとめることに
しました。時代が大きく変わる節目に立ちながら、

事業の革新ができていない日本。こうした認識から、
オープンイノベーション促進税制を創設することに
しました。
　20世紀の価値の源泉は石油であると言われます
が、21世紀はデータです。企業のベースがデータド
リブンに変わるんです。売上データやマーケティン
グデータ、製造現場からのリアルデータ、これらビ
ッグデータに基づいて意思決定や企画立案・商品設
計をすることが重要になってきます。
　デジタル革命に向けて、既存産業や成熟企業が10
年後、20年後に存在していけるのかどうか、経営者
の皆さんにはこうした意識を持っていただきたいと
思っています。将来生き残っていくためには自社で
何ができて何ができないのかを考えていただき、10
年後を見据えて逆算し、足りないものはベンチャー
への出資という形で買えばいい。超低金利の今、現
預金は利益を生み出しませんが、内部留保金を活用
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してビジネスモデルの変革を後押しするのが、オー
プンイノベーション促進税制です。
　そして、もう一つの重点施策が５G投資促進税制
の創設です。全国ネットワーク網の整備に加えて、
ローカル５G、例えばローカルエリアや工場内を完
全自動化・AI化していくことに活用していきます。
５Gにより生産性は圧倒的に向上しますが、サイバ
ーセキュリティ上のリスクなどがあり、安全面も考
慮した制度にしてあります。
　５Gではファーウェイなどの中国企業に一歩先を
行かれており、今後、日本企業がアドバンテージを
持てるように研究開発補助金をはじめ多方面から支
援していきます。そのファーウェイは創業以来、何
が何でも売り上げの１割をR＆Dに回してきたそう
です。売上高は10兆円を超えているので、毎年１兆
円もの研究開発費を注ぎ込んでいることになります。
　そういう企業と戦っていくわけですから、経営者
の皆さんには、私どもと危機感を共有していただき、
それなりの覚悟を持ちリスクを取って経営に臨んで
いただきたいと思っています。「発出せよ第二創業」、
「出でよ中興の祖」──。このような覚悟を持った
トップが何人出てくるのかが、日本のこれからの行
方を左右します。以上のような意識の下、今後も税
制や予算を取りまとめていく決意です。

　日本自動車会議所は、国内における最近の新型コ
ロナウイルス感染の発生状況を勘案し、感染拡大の
防止という観点から、イベントや会議等の延期・中

止を決定しましたのでお知らせいたします。また、
理事会などの決定事項が伴う会合については、書面
審議により対応させていただくことといたしました。
なお、延期されたイベント・会議等につきましては、
開催が決まり次第、ご案内いたします。関係者の皆
さまにはご迷惑をお掛けしますが、政府による対応
策も踏まえ、ご理解・ご協力をお願い申し上げます。

　日本自動車会議所は２月18日、東京・港区の日本
自動車会館「くるまプラザ」会議室で、2019年度第
２回経済・産業委員会（委員長＝平井敏文・日本自
動車販売協会連合会副会長・専務理事）を開催した。
委員会では、まず経済産業省製造産業局自動車課の
神田啓史総括課長補佐が「経済産業省の来年度自動
車関係予算案」と、次世代自動車に関する情報共有
のため、「電動車活用社会推進協議会の検討状況」
について説明。続いて日本水素ステーションネット
ワーク合同会社（JHyM）の菅原英喜社長が「燃料
電池自動車普及に向けた水素ステーション整備の加
速」と題して講演した。この後、日本自動車工業会
東京モーターショー室の鈴木庸弘室長が「東京モー
ターショー2019」を総括し、委員会は終了した。

　（委員会の概要については次号で紹介予定）

第２回 経済・産業委員会開催

〇経済産業省の来年度自動車関係予算案
〇次世代自動車に関する情報共有
〇「東京モーターショー2019」の総括
　　をテーマに経産省自動車課の神田補佐など当事者が説明


